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■ 2009年3月期は資金利益の増加を主な要因と

して、コア業務純益が907億円と前期比58億円、

6.9％増加し、過去最高を更新しました。

■一方、国内外の経済・金融環境の悪化を受けて、

実質信用コストや有価証券にかかる損失が大

幅に増加したことから、当期純利益については

113億円と、前期比333億円減少しました。

■本日は前期決算の概要などについて説明した

後に、本年4月よりスタートした中期経営計画

「1st1st 」（ダブルファースト）に基づく今後の当行

の経営戦略について説明いたします。

はじめに

コア業務純益

（億円）

※コア業務純益＝業務純益 ＋ 一般貸倒引当金純繰入額－債券関係損益

単体当期純利益
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業績の概要

■ 1. 業績の概要

■ 2. 中期経営計画 「1st1st 」

■ 3. 計数計画

■ 資料編
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<億円> 08/3期 09/3期

増減額

業務粗利益 ① 1,631 1,421 △ 209 

（コア業務粗利益） ①-② 1,640 1,706 65 

資金利益 1,395 1,466 71 

役務取引等利益 184 153 △ 30 

特定取引利益 33 47 14 

その他業務利益 18 △ 246 △ 264 

うち 債券関係損益 ② △ 9 △ 284 △ 275 

経費 ③ 792 799 6 

 うち 人件費 377 387 9 

うち 物件費 370 369 △ 1 

実質業務純益 ①-③ 839 622 △ 216 

コア業務純益 ①-②-③ 848 907 58 

■ コア業務純益は過去最高を更新

業績概要①

資
金
利
益

資
金
利
益

役
務
取
引
等
利
益

役
務
取
引
等
利
益

＜億円＞ 09/3期

増減

資金利益 1,466 71

国内業務部門 1,422 62

うち預貸金 1,283 59

貸出金利息 1,470 58

預金利息 187 △ 0

うち有証利息配当金 159 6

国際業務部門 44 8

＜億円＞ 09/3期

増減

役務取引等利益 153 △ 30

役務取引等収益 318 △ 27

うち投信＋年金保険等 78 △ 29

投資信託 40 △ 33

年金保険等 38 4

役務取引等費用 165 3
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■ 有価証券関係損益悪化および実質信用コスト増加を主因として当期純利益が減少

業績概要②

<億円> 08/3期 09/3期

増減額

実質業務純益 839 622 △ 216 

一般貸倒引当金純繰入額 ④ -          75         75         

業務純益 839 547 △ 291 

臨時損益 △ 138 △ 481 △ 343 

うち 不良債権処理額 ⑤ 137 350 213 

うち 株式等関係損益 ⑥ △ 18 △ 145 △ 127 

経常利益 700 65 △ 634 

特別損益 72 49 △ 22 

うち 貸倒引当金戻入益 ⑦ 50 -          △ 50 

うち 償却債権取立益 ⑧ 50         53         3 

当期純利益 446 113 △ 333 

有価証券関係損益（②+⑥） △ 28 △ 430 △ 402 

実質信用コスト（④+⑤-⑦-⑧） 36 372 335 

連結当期純利益 459 123 △ 335 

連単差 13 10 △ 2 

＜億円＞ 09/3期
増減

75 88

不良債権発生内訳 350 250

債務者区分悪化 336 160

担保 45 26

回収等(含引当率低下） △31 63

信用コスト 425 338

償却債権取立益 53 3

実質信用コスト 372 335

一般貸倒引当金純繰入額※

実
質
信
用
コ
ス
ト

実
質
信
用
コ
ス
ト

有
価
証
券
関
係
損
益

有
価
証
券
関
係
損
益

＜億円＞ 09/3期

増減

合計 △ 430 △ 402

うち減損 △ 336 △ 274

国債等債券損益 △ 284 △ 275

債券 △ 205 △ 196

うち外債 △ 205 △ 196

投信 △ 78 △ 78

株式等関係損益 △ 145 △ 127

株式 △ 116 △ 97

ＥＴＦ △ 29 △ 29

△ 224 △ 205
株式関連

（株式+投信+ＥＴＦ）

※08/3期は表示上貸倒引当金相当額を特別利益の中の
貸倒引当金戻入益に含めて計上
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資金利益

■ 預貸金のボリューム増加により資金利益が増加

08/3⇒09/3

どう見せるか？？
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国内預貸金国内預貸金
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1.92

2.17 2.14
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国内預貸金利回り国内預貸金利回り

国内預貸金平残国内預貸金平残

62,910

65,029

68,634
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77,779
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82,507
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預金貸出金

（億円）

（億円）

1.94%

資金利益推移資金利益推移

+5.5%+5.5%
+2.6%+2.6%

+59+59

+6+6

+5+5

++7171

前期比前期比

貸出金利回り貸出金利回り

預金預金※※利回り利回り

※ 除くNCD

国内その他・国際国内その他・国際
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（億円）

08/3末 09/3末

08/3末比 同増減率

 国内貸出金 66,299 69,453 3,154 4.7%

除く公共 62,104 66,906 4,802 7.7%

事業者向け 39,729 43,136 3,406 8.5%

消費者ﾛｰﾝ 22,375 23,770 1,395 6.2%

うち住宅ローン 21,240 22,675 1,435 6.7%

 公共 4,195 2,546 △ 1,648 △39.2%

うち財務省 1,491 -             △ 1,491 △100.0%

貸出金増減内訳

■ 住宅ローン実行は過去最高

+1,588億円+1,588+1,588億円億円千葉県内千葉県内

県外県外 +1,565億円+1,565+1,565億円億円

東京都東部等東京都東部等東京都東部等

県外特別店県外特別店県外特別店

+483億円+483億円

+1,081億円+1,081億円

事業者向け貸出等事業者向け貸出等事業者向け貸出等 393億円393億円

消費者ローン消費者ローン消費者ローン 1,195億円1,195億円

+3,154億円+3,154+3,154億円億円国内貸出金国内貸出金

+3.0％+3.0+3.0％％

+11.1％+11.1+11.1％％

+13.3％+13.3+13.3％％

+10.3％+10.3+10.3％％

+1.2％+1.2+1.2％％

+5.4％+5.4+5.4％％

+4.7％+4.7+4.7％％

09/3期実績09/309/3期実績期実績 増加率増加率

※1.東京都・埼玉県・茨城県における県外特別店以外の支店の残高
※2.主に大企業向け取引を行う東京営業部・新宿支店・大阪支店の残高

※1

※2
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0

100

200
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400

500

09/3期実行実績

過去最高

09/309/3期実行実績期実行実績

過去最高過去最高

国内貸出金増減内訳国内貸出金増減内訳 国内貸出金地域別増減国内貸出金地域別増減

住宅ローン実行額住宅ローン実行額

（億円）
（億円）

うち新設店舗うち新設店舗※※実行分実行分

※ 06/3末以降に開設した店舗
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有価証券

■ 株式関連投資や外債を中心に損失を計上するも、残高圧縮により、リスクは低下

3,587
6,460

4,897 4,406 3,288

1,450

1,440
1,483 1,465

1,544

7,637

10,344

9,532 9,759

8,342

3,961

7,152

7,270
4,686

6,319

16,636

25,398

23,184

20,318
19,495

0

10,000

20,000

30,000

05/3末 06/3末 07/3末 08/3末 09/3末

有価証券末残推移有価証券末残推移

国債国債

株式株式

外貨建有価証券外貨建有価証券

社債他社債他

※評価損益を除くベース

（億円）

国内業務部門有価証券収益国内業務部門有価証券収益

08/3期 09/3期

実績 実績 増減

有価証券[平残] （億円） 16,742 16,117 △ 624

利回り （％） 0.91 0.99 0.07

収益 （億円） 153 159 6

有価証券関係損益有価証券関係損益

（億円）

09/3期  09/3末簿価

有価証券関係損益  

08/9末比

有価証券合計 △ 430  19,495 △ 1,278

うち株式 △ 116 1,544 △ 86

うちＥＴＦ △ 29 133 △ 9

△ 78 767 △ 144

うち外国債券（含円貨建て） △ 205 3,734 △ 982

うち証券化商品 △ 90 152 △ 64

うちＳＩＶ・ＣＤＯ △ 82 0 △ 40

うち金融機関 △ 118 1,074 △ 245

うち住宅ﾛｰﾝ担保債権
※ 0 877 △ 181

△ 145

△ 284

うちその他投資信託等
（含外国籍投信）

債券関係
損益

株式等関係
損益

※ジニーメイ・ファニーメイ・フレディマック発行分
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役務取引等利益

■投資型金融商品販売の回復により収益増加を目指す
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360 358 369 377 387
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365 370 369
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経費

■ 人員増加により人件費が増加するも物件費を中心とした見直しにより経費全体を抑制

ＯＨＲ・経費ＯＨＲ・経費

ＯＨＲＯＨＲ

（億円）

人件費人件費

物件費物件費

税金税金

3,433
3,401

3,543

3,675

3,868

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

05/3末 06/3末 07/3末 08/3末 09/3末

年月 人数

04/4 実績 97

05/4 実績 119

06/4 実績 264

07/4 実績 254

08/4 実績 262

09/4 実績 284

10/4 予定 230

従業員数推移従業員数推移

（人）

（億円）

08/3期 09/3期

実績 08/11見込 実績

08/3期比 08/11見込比

経費合計 792 815 799 6 △ 16

人件費 377 390 387 9 △ 3

物件費 370 380 369 △ 1 △ 11

税金 44 45 42 △ 2 △ 3

新卒採用人数新卒採用人数

経費増減内訳経費増減内訳

※出向者を除くベース
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信用コスト①

■ 不動産ディベロッパーの破綻を主因に実質信用コストが大幅に増加

実質実質信用信用コストコスト

△ 87

75

△ 13
△ 74

△ 17

165

20
36

372

△ 21

△ 100

0

100

200

300

400

05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期

（億円）

実質信用実質信用
コストコスト

うち一般貸引うち一般貸引

純繰入額純繰入額※※

※06/3期、07/3期、08/3期は特別利益の中の貸倒引当金戻入益に含めて計上

2828bpbp

△△33bpbp

33bpbp
5bp5bp

5353bpbp

実質信用コスト率実質信用コスト率
（（対貸出金末残）対貸出金末残）

154

59
43

41
25 26

09/309/3期不良債権処理額業種別内訳期不良債権処理額業種別内訳

製造業製造業

卸売・小売業卸売・小売業

各種ｻｰﾋﾞｽ業各種ｻｰﾋﾞｽ業

その他その他

不動産不動産
取引業取引業

建設業建設業

不良債権処理額に

占める割合

44％

不良債権処理額に

占める割合

4444％％

4.59%

3.60%
3.08%

2.73%
2.12%

2,760

2,264
2,023

1,866

1,522

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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-3%

-2%

-1%
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金融再生法開示債権・不良債権比率金融再生法開示債権・不良債権比率

（億円）

破産更生債権等破産更生債権等

危険債権危険債権

要管理債権要管理債権

不良債権比率不良債権比率
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信用コスト②

■ 県外不動産取引業を中心に不良債権処理額が増加したが、今後の発生は限定的

（億円）

08/3末 09/3末 09/3期

不良債権
構成比 08/3末比 構成比 処理額

国内貸出金 66,299 100.00% 69,453 3,154 100.00% 350

うち不動産業 14,704 22.18%      14,426 △ 277 20.77%      152

不動産賃貸・管理業 11,010 16.61%      11,424 414 16.45%      △ 2

不動産取引業等 3,693 5.57%        3,001 △ 691 4.32%        154

不動産取引業 2,715 4.10%        2,149 △ 565 3.09%        154

県内本社 946 1.43%        805 △ 140 1.16%        16

県外本社 1,768 2.67%        1,343 △ 425 1.93%        138

公社・公団 978 1.48%        852 △ 126 1.23%        0

不動産業向け貸出内訳不動産業向け貸出内訳

※不良債権処理額全体の実績（その他資産等も含む）

※

17.1% 10.9%

37.5% 34.5%

367億円
（17.1%）

不動産取引業内訳不動産取引業内訳
（残高構成比）（残高構成比）

741741億円億円
（（34.5%34.5%））

805805億円億円
（（37.5%37.5%））

235億円
（10.9%）

県外本社県外本社
非上場非上場

2828億円億円

県内本社県内本社

1616億円億円

県外本社県外本社

上場歴上場歴

2020年以上年以上

無し無し

県外本社県外本社

上場歴上場歴

2020年未満年未満

110110億円億円

区分区分

不良債権不良債権
処理額処理額

県外不動産取引業残高階層別先数・残高県外不動産取引業残高階層別先数・残高
（非上場+上場歴20年未満）

1先あたり貸出残高 先数 残高

（先） 構成比 （億円） 構成比

30億円以上40億円未満 1 0.5% 32 5.4%

20億円以上30億円未満 7 3.5% 166 27.7%

10億円以上20億円未満 8 4.0% 113 18.8%

1億円以上10億円未満 77 38.3% 250 41.5%

1億円未満 108 53.7% 39 6.6%

合計 201 100.0% 602 100.0%10億円未満の先

92％

10億円未満の先

9292％％



中期経営計画「1st1st」

■ 1. 業績の概要

■ 2. 中期経営計画 「1st1st 」

■ 3. 計数計画

■ 資料編
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前中期経営計画の総括と新中期経営計画のねらい

前中計策定時の環境認識前中計策定時の環境認識 現在の環境認識現在の環境認識

急激な環境変化急激な環境変化

景気の更なる悪化が継続

人口増加が続く成長のポテンシャルを備えた
マーケット

中小企業金融の円滑化・総合金融サービス
の質の向上への要請

ゆうちょ銀行・メガバンクス等との競合の激化

景気の更なる悪化が継続

人口増加が続く成長のポテンシャルを備えた
マーケット

中小企業金融の円滑化・総合金融サービス
の質の向上への要請

ゆうちょ銀行・メガバンクス等との競合の激化

新中期経営計画のねらい新中期経営計画のねらい前中計における経営課題前中計における経営課題
世界的な金融危機による経済の急速な悪化

株式相場の大幅な下落
[ 日経平均： 17,028円 ⇒ 7,021円 ]

（07/4月初） （09/3安値）

金利の低下 [ 政策金利： △0.40％ ]

世界的な金融危機による経済の急速な悪化

株式相場の大幅な下落
[ 日経平均： 17,028円 ⇒ 7,021円 ]

（07/4月初） （09/3安値）

金利の低下 [ 政策金利： △0.40％ ]

緩やかな景気拡大局面

「貯蓄から投資へ」の流れの進展

千葉県においては人口増加が継続

内部管理態勢高度化への要請

緩やかな景気拡大局面

「貯蓄から投資へ」の流れの進展

千葉県においては人口増加が継続

内部管理態勢高度化への要請

・コンプライアンス態勢の強化

・スリムかつ強靭な経営態勢

の構築

経営管理態勢の強化経営管理態勢の強化

・店舗等チャネルの拡大

・最先端の商品・サービスの提供

・マーケットビジネスの強化

営業基盤の拡充営業基盤の拡充

・地域貢献

・お客さま満足度の向上

地域社会発展への貢献地域社会発展への貢献

・地域への円滑な資金供給

・預金の安定的な取込み

・経営健全化支援

・経営資源の再配分

金融仲介機能の強化金融仲介機能の強化

・業務の合理化・効率化

・抜本的な経費削減

・コンプライアンス態勢の強化

強靭かつ筋肉質な経営態勢強靭かつ筋肉質な経営態勢

・職員各層への人材教育の充実

人材のレベルアップ人材のレベルアップ

△ 15

△ 10

△ 5

0

5

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

ＧＤＰ成長率（年率）推移ＧＤＰ成長率（年率）推移

（％）

07/ 08/
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新中期経営計画の骨子

中期経営計画「11stst 11st st （（ダブルファースト）ダブルファースト）」
計画のゴールである2011年に向け、当行はお客さま第一主義を徹底し、地域のトップバンクの地位を確固たるものにしてまいります。

地域の総合金融サービスグループとして、着実に成長してまいります。

主
要
課
題

主
要
課
題

金融仲介機能の強化と
質の高い金融サービスの提供

金融仲介機能の強化と
質の高い金融サービスの提供

円滑な資金供給の徹底、預金取込みの増
強、お客さまに最適な金融商品・サービ
スを提供すること等により、お客様の裾
野を拡大し、地域におけるシェアアップ
をはかってまいります。そのために、経
営資源を効果的に配分してまいります。

円滑な資金供給の徹底、預金取込みの増
強、お客さまに最適な金融商品・サービ
スを提供すること等により、お客様の裾
野を拡大し、地域におけるシェアアップ
をはかってまいります。そのために、経
営資源を効果的に配分してまいります。

課題Ⅰ課題Ⅰ

強靭な経営態勢の構築強靭な経営態勢の構築

業務プロセスの見直しによる業務の合理
化・効率化をはかるとともに、経費削減
を進めてまいります。
コンプライアンスを全ての業務の基本に
置くとともに、リスク管理態勢を強化し
てまいります。

業務プロセスの見直しによる業務の合理
化・効率化をはかるとともに、経費削減
を進めてまいります。
コンプライアンスを全ての業務の基本に
置くとともに、リスク管理態勢を強化し
てまいります。

課題Ⅱ課題Ⅱ

人材育成の強化人材育成の強化

職員各層の人材教育のさらなる充実など
により、人材のレベルアップをはかって
まいります。

職員各層の人材教育のさらなる充実など
により、人材のレベルアップをはかって
まいります。

課題Ⅲ課題Ⅲ

目指すもの
ＯＨＲ

５０％未満
連結自己資本比率

１２％程度
県内貸出金シェア

４０％以上
県内預金シェア
２５％以上

融資新規先数
年間４千先以上

お客さま満足度の向上：常にお客さまの声に謙虚に耳を傾け、お客さまの視点で考え、お客さまのために行動してまいります。お客さま満足度の向上：常にお客さまの声に謙虚に耳を傾け、お客さまの視点で考え、お客さまのために行動してまいります。
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：法人Ⅰ

■ 金融仲介機能の強化

42,992

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

09/3期 11/3期
（計画）

（億円）

新たな貸出手法
の調査・研究

新たな貸出手法
の調査・研究

営業店と本部専門担当者との連携を強化し、お客さまの経
営の健全化及び事業再生を一層支援

健全化支援・事業再生支援円滑な資金供給

事業者向け貸出金事業者向け貸出金※※（円貨・平残）（円貨・平残）

信用保証協会
の更なる活用

信用保証協会
の更なる活用

お取引先の経営実態や特性を十分に把握したうえで、新
たな貸出手法や信用保証協会を活用し、中小企業を中心
としたお客さまへ円滑に資金を供給

地域への

円滑な

資金供給

地域への地域への

円滑な円滑な

資金供給資金供給

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

90 92 94 96 98 00 02 04 06 08

千葉県内業況判断指数（千葉県内業況判断指数（BSIBSI：：売上）売上）

県内企業の業況は
は非常に厳しい

増
加

減
少

※当行管理ベース（部分直接償却前）

経営健全化・事業再生にかかる態勢のさらなる強化経営健全化・事業再生にかかる態勢のさらなる強化

企業サポート部新設企業サポート部新設

09/609/6～～
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：法人Ⅱ

（先）

3,977

3,670

3,137

4,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

07/3期 08/3期 09/3期 目指すもの

目指すもの

融資新規先数

4,000先/年

目指すもの

融資新規先数

4,0004,000先先//年年

融資新規先数融資新規先数

お客様の経営実態を見極め、適切な提案ができるよう審
査能力を向上

当行の預金口座を入金用口座・決済用口座としてご利用
いただくこと等により、法人預金を増強

預金取込みの強化

審査の強化

新規取引先の拡大

■ 金融仲介機能の強化

新たなお客さまとの接点を増やし、ニーズに合った商品・
サービスを提供することにより、新規取引先を拡大

成長業種への対応強化

今後成長の見込まれる分野に対するアプローチ強化

農業農業

医療・介護医療・介護

・
・
・

（億円）

都道府県名 農業産出額

1 北海道 9,809

2 千葉 4,119

3 茨城 4,082

4 鹿児島 4,053

5 愛知 3,154

都道府県別農業産出額都道府県別農業産出額

対
応
強
化

千葉県農業信用基金協会信用補完制度取扱開始千葉県農業信用基金協会信用補完制度取扱開始

09/309/3～～
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銀・証間での法人関係情報の共有

課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：法人Ⅲ

■ 総合取引の推進

お客さまの成長段階に応じた金融サービスの提供 グループ会社の活用

ベンチャー向け投融資ベンチャー向け投融資

私募債私募債

シンジケートローンの組成シンジケートローンの組成

401K401K

公開支援公開支援

M&Aの仲介M&Aの仲介

ニーズの多様化・高度化ニーズの多様化・高度化

お客さまの成長お客さまの成長

お客さまの成長段階に応じ、さまざまな金融サービスを提供

規制緩和に積極的に対応し、新たな金融サービスをいち早
く提供

成長段階に応じた金融サービス成長段階に応じた金融サービス

新たな規制緩和新たな規制緩和

保険窓販 弊害防止措置等見直し電子記録債権

新たな資金調達手法の
確立の可能性

販売対象先の拡大の可
能性

対応強化

グループ会社を活用し、総合的な金融サービスを提供

お客さまニーズお客さまニーズ

＋

・
・
・

グループ総合力でお客さまニーズに積極的に対応

ちばぎんグループちばぎんグループ

ファイアーウォール規制の緩和
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：法人Ⅳ

■ 総合取引の推進

122

213

282

0

100

200

300

07/3期 08/3期 09/3期

地域情報提供力の向上ビジネスマッチング機能の強化

■ 収益力の向上

適正な利鞘の確保

取引の総合採算確保

関連取引の拡大や手数料の改善等により、大企業・地公
体をはじめとするお客さまとの取引の総合採算を確保

リスク・コストに見合った適正な利鞘を確保

ビジネスマッチング成約件数ビジネスマッチング成約件数

商談会、ビジネスフォーラムの開催など、お客さまの新た
なビジネス機会の創出を支援

（件）

地方銀行フードセレクション地方銀行フードセレクション

地域の情報をお客さまにタイムリーに提供し、お客さまの
事業の拡大に貢献

地公体地公体

有資産者有資産者

地元企業地元企業

県内進出企業県内進出企業

開発企業開発企業地域の情報の
収集・提供
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6,047
6,056

6,078

6,109
6,122

6,000

6,050

6,100

6,150

04/10 05/10 06/10 07/10 08/10

課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：個人Ⅰ

■ 金融仲介機能の強化

ローンの増強

千葉県の人口の状況千葉県の人口の状況

ローンセンター・ローンプラザの機能を高め住宅業者との連携を強化するとともに、住宅を取得されるお客さまのニーズに積極的に
対応

お客さまの資金ニーズに合わせて、タイムリーにローン商品を提供

スーパーカードの販売を推進するとともに、メインカード化を促進

(千人）

都道府県名 増減

1 東 京 都 80

2 愛 知 県 43

3 神 奈 川 県 37

4 千 葉 県 24

5 埼 玉 県 23

（千人）

人口推移 都道府県別人口増加ﾗﾝｷﾝｸﾞ※

高い成長を維持

住宅ローン（末残）住宅ローン（末残）

20,221

21,240

22,675

15,000

18,000

21,000

24,000

07/3末 08/3末 09/3末 11/3末

（億円）

（計画）

※07/10→08/10増減

44% 56%

ローンセンターローンセンター

ローンプラザローンプラザ

機能強化

営業店営業店

住宅ローン受付内訳住宅ローン受付内訳
（除く借換：（除く借換：09/309/3期）期）
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：個人Ⅱ

■ 金融仲介機能の強化

預金取込みの強化

チャネルの充実

幅広い商品の提供

ＣＲＭシステムの機能追加などにより、信託、相続関連商
品、生命保険等の幅広い商品ラインアップから、お客さま
のライフサイクルに合った商品をタイムリーに提供

インターネットバンキングの機能追加などにより、店舗・
ATM・電話・インターネットなどチャネルのさらなる充実をは
かり、お客さまの利便性を向上

ポイントサービスの活用等により既存のお客さまの取引集
約をすすめるとともに、給振口座・年金受取口座の指定等
をつうじてお客さまの拡大をはかり、預金を増強

富裕層の方や団塊世代の方の退職金運用などのニーズ
にお応えし、あらたな預金先との取引を拡大

ちばぎん「夢倶楽部」
（富裕層向け会員組織）

ちばぎん「夢倶楽部」
（富裕層向け会員組織）

1,117
1,148

1,178

1,216
1,239

1,050

1,150

1,250

05/3末 06/3末 07/3末 08/3末 09/3末

給振口座+年金受取口座数

（千口座）

投資型金融商品の販売拡大

1,317

675
539

396

352
517

214

314

0

500

1,000

1,500

2,000

07上 07下 08上 08下 10上 10下

5,000

10,000

15,000

20,000

日経平均株価と金融商品販売推移日経平均株価と金融商品販売推移

（円）

（億円）

株式投信販売株式投信販売

年金保険販売年金保険販売

日経平均株価日経平均株価

（計画） （計画）

投資信託、年金保険、公共債等お客さまのさまざまな運用
方針やニーズにあった最適な金融商品をご提案することに
より、新たなお客さまなどへの販売を拡大
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：個人Ⅲ

担当者のスキル向上、ロビーアシスタントの増員、相談業務専担者の配置等をつうじ、じっくり落ち着いてお客さまの相談に対応で
きる店頭体制を整備

■ コンサルティング機能の強化

店頭体制の整備

アフターフォローの徹底

お客さまに投資の状況を正しく理解していただき、今後の運
用に役立てていただくため、個別説明のほか、セミナー・
運用報告会等を充実

本部配属トレーナー本部配属トレーナー

営業店

入行1～3年目行員

営業店

入行1～3年目行員

ﾏｰｹｯﾄ知識

商品知識

提案話法

実地ﾏﾝﾂｰﾏﾝ指導実地ﾏﾝﾂｰﾏﾝ指導

投資型金融商品
ﾛｰﾙﾌﾟﾚｲﾝｸﾞｺﾝﾃｽﾄ

（最終コンテストの様子）

投資型金融商品
ﾛｰﾙﾌﾟﾚｲﾝｸﾞｺﾝﾃｽﾄ

（最終コンテストの様子）

金融商品トレーナー制度

ロールプレイングコンテスト

支店内

ﾌﾞﾛｯｸ内

地域別

最終
最終コンテスト
の様子を行内
オンライン配信

優れた優れたスキルスキルをを

全行で共有全行で共有

スキルの伝承スキルの伝承

ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞﾗｳﾝｼﾞ真砂
（専担者配置店舗）

ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞﾗｳﾝｼﾞ真砂
（専担者配置店舗）

相談業務専担者

相談特化型店舗等
に専担者を戦略的
に配置

0

500

1,000

07/3期 08/3期 09/3期

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞでのｾﾐﾅｰ実施状況ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞでのｾﾐﾅｰ実施状況

（回）

千葉千葉

柏柏

船橋船橋
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：マーケット

ヨーロッパ アメリカ

アジア

ﾛﾝﾄﾞﾝ支店ﾛﾝﾄﾞﾝ支店

香港支店香港支店

ﾆｭｰﾖｰｸ支店ﾆｭｰﾖｰｸ支店

上海駐在員事務所上海駐在員事務所

海外拠点を核として、さまざまな金融サービスを提供

お客さまのニーズに応じたデリバティブ商品等の開発・提供

海外情報の

提供

海外情報の海外情報の

提供提供
海外進出の

支援

海外進出の海外進出の

支援支援
海外での

資金調達

海外での海外での

資金調達資金調達

バンコック銀行バンコック銀行

交通銀行（中国）交通銀行（中国）

提携

お客さまお客さま

情報収集力・市場分析力の向上などにより、マーケット
運用力を強化

マーケットに精通した人材の育成・強化

投資対象商品投資対象商品

内包リスクを明確に
把握でき、流動性の
高い商品に限定

内包リスクを明確に
把握でき、流動性の
高い商品に限定

■安定的な収益向上 ■海外拠点の活用等

市場営業部の機能強化と海外店の位置付けの明確化

ポートフォリオの再構築

運用力の強化

市場営業部が市場運用全体を統括・管理

海外拠点は市場営業部による方針策定・管理のもと運用

既保有商品についても内容を
精査し、左記方針に沿わないも
のは売却等により残高を圧縮

ポートフォリオの健全性のポートフォリオの健全性の

維持・向上維持・向上

市場営業部海外支店統括グループ新設

審査部海外審査グループ新設

市場営業部海外支店統括グループ新設

審査部海外審査グループ新設

09/609/6～～
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：
経営資源の効果的配分Ⅰ

本部間接部門及び営業店事務人員を営業人員にシフト
成長地域や戦略的分野に人材を重点配分
成長地域での店舗網の一層の充実

千葉県内のインフラ整備及び人口増加状況千葉県内のインフラ整備及び人口増加状況

本部

間接部門人員

本部

間接部門人員

営業店

事務人員

営業店

事務人員

営業人員営業人員

住宅ローン住宅ローン

法人融資法人融資

投資型
金融商品販売

投資型
金融商品販売

信託・保険等
新分野

信託・保険等
新分野

業務効率化

業務見直し

業務効率化業務効率化

業務見直し業務見直し

ﾛｰﾝｾﾝﾀｰﾛｰﾝｾﾝﾀｰ

機能強化機能強化

■成長地域・戦略的分野への経営資源の重点配分 ■営業人員へのシフト

つくばエクスプレス

05/8開業

柏の葉ｷｬﾝﾊﾟｽ駅周辺柏の葉ｷｬﾝﾊﾟｽ駅周辺

千葉県千葉県

△4.9％ ～ 0.0％

0.1％ ～ 5.0％

5.1％ ～ 10.0％

△9.9％ ～ △5.0％

10.1％ ～

人口増加率
（03/10⇒08/10）

成田高速鉄道

2010年度開通予定

成田国際空港延伸

2009年度供用開始予定

圏央道

07/3一部区間開通

営業力のさらなる強化営業力のさらなる強化
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課題Ⅰ 金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：
経営資源の効果的配分Ⅱ

■ 店舗戦略

2,328
3,072

3,519

383
203

2,328

3,072

4,107

0

1,000

2,000

3,000

4,000

05/3末 07/3末 09/3末

05/3末 09/3末
05/3末比

国内店舗数 159 172 13

千葉県 150 155 5

県外 9 17 8

東京都 8 12 4

茨城県 0 2 2

埼玉県 0 2 2

大阪府 1 1 0

※両替出張所を除く

※東京営業部・新宿支店・大阪支店（主に大企業向け取引を行う店舗）

++1,7781,778億円億円
（（+76.4%+76.4%））

埼玉県埼玉県

東京都東京都

茨城県茨城県

千葉県千葉県

■ 新設店舗（05/4～09/3）

● 既存店舗

千葉県千葉県

６００万人６００万人

隣接地域隣接地域

４００万人４００万人

東京都東京都

埼玉県埼玉県
茨城県茨城県

県外支店（除く県外特別店県外支店（除く県外特別店※※）貸出金残高）貸出金残高

++ ==
広域千葉圏

１０００万人

広域千葉圏広域千葉圏

１０００万人１０００万人

国内店舗数国内店舗数 中計での
店舗戦略

中計での
店舗戦略

「広域千葉圏」内における成長地域に
5拠点程度の拠点新設を目指す

「広域千葉圏」内における成長地域に
5拠点程度の拠点新設を目指す

（億円）
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課題Ⅱ 強靭な経営態勢の構築Ⅰ

業務プロセス・非効率なチャネル･商品･サービスの見直し等をつうじて全行的に無駄を排除し、業務を効率化
新営業店システム導入等に伴い事務プロセスを見直し
本部集中等により業務の効率化を推進
合理化・効率化にあたっては、提携・連携を戦略的に活用

■ 業務の効率化

業務の合理化・効率化

営業店事務改革営業店事務改革

2008 2009 2010 2011

営業店後方事務のセンター集中化

電話受付業務（08/10～）

喪失届等諸届管理業務（08/10～）

振込管理業務（09/5～）

第第11フェーズフェーズ

営業店業務プロセスの見直し

第第22フェーズフェーズ

新営業店システム

による事務改革

第第33フェーズフェーズ

（年）

次期営業店ｼｽﾃﾑｲﾒｰｼﾞ次期営業店ｼｽﾃﾑｲﾒｰｼﾞ

営業店事務削減

顧客利便性向上

事務フロー改善

事務処理負担軽減

セールス支援・

事務厳正化機能向上

ＴＳＵＢＡＳＡ（翼）プロジェクトＴＳＵＢＡＳＡ（翼）プロジェクト

コスト削減効果

1313億円億円

「サブシステム先行方式」により、共同化可能なサブ
システムについて合意できた銀行間で共同化を開始

営業店
システム

コールセンター
システム

ＣＲＭ
システム

当行 ○ ○ ○

第四銀行 ○ ○ ○

北國銀行 ○ ○

中国銀行 ○

伊予銀行 ○

共同開発を開始したシステム

※自行単独で開発を行った場合との比較。将来的な効果も含む。

※
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課題Ⅱ 強靭な経営態勢の構築Ⅱ

既存経費を徹底的に見直し削減するほか、新規投資は費
用対効果を十分に見極めた上で対応

■ コンプライアンス態勢の堅持

■ 顧客保護等管理態勢の充実

■ リスク管理態勢の強化

経費削減の徹底 高いコンプライアンス意識を堅持

不祥事防止に向けた従来からの取組の実効性の更なる向上

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与防止、反社会的勢
力からの被害防止などへの取組を一層徹底

お客さまへの説明態勢、お客さま情報管理態勢等の充実

振り込め詐欺・偽造キャッシュカードなど金融犯罪を防止する
ための取組を積極的に推進

お取引先の信用状態の十分な把握及び適切なアドバイス等
により信用リスク管理を徹底し、信用コストの発生を抑制

マーケット業務に伴うリスクへの対応力を強化することなどに
より、統合的リスク管理態勢の実効性を向上

コンプライアンス部新設コンプライアンス部新設

09/609/6～～

リスク管理部新設リスク管理部新設

09/609/6～～

■ 業務の効率化

09/3期 11/3期

799799億円億円 800800億円億円

経費増減要因経費増減要因

目指すもの

ＯＨＲ

50％未満

目指すもの

ＯＨＲ

5050％未満％未満

減価償却費増
人件費増 等

増加要因増加要因

+31+31億円億円

経費圧縮経費圧縮

△△3030億円億円

（計画）

業務効率化ＰＴで
徹底的に議論
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課題Ⅲ 人材育成の強化

■ 若手職員の早期戦力化 ■ 業務スキル・営業店マネジメント力の向上

■ 中高年・女性職員の活躍支援

各層研修等の充実・質の高
いセールス手法の共有化

経験豊富な営業店長の営業
店マネジメント手法の共有化

コンサルティングプラザコンサルティングプラザ

33拠点全て拠点全て

拠点長が女性拠点長が女性

ノウハウ・経験の活用ノウハウ・経験の活用

女性の活躍支援 中高年の活躍支援

ＩＴスキル向上等

各種研修制度整備

ＩＴスキル向上等

各種研修制度整備

ＯＪＴＯＪＴ

業務研修業務研修

投資型金融商品
ﾛｰﾙﾌﾟﾚｲﾝｸﾞｺﾝﾃｽﾄ

投資型金融商品
ﾛｰﾙﾌﾟﾚｲﾝｸﾞｺﾝﾃｽﾄ

＋

年月 人数

04/4 実績 97

05/4 実績 119

06/4 実績 264

07/4 実績 254

08/4 実績 262

09/4 実績 284

10/4 予定 230

新卒採用人数推移新卒採用人数推移 人員構成（人員構成（09/409/4））

うち新卒入行うち新卒入行44年目年目

以下の従業員の割合以下の従業員の割合

約約2323％％

早期戦力化が不可欠

研修センターにて研修センターにて



29

お客さま満足度の向上Ⅰ

お客さまのニーズに的確にお応えできる相談対応
力の向上をはかるとともに、常にお客さまからの
声に真摯に耳を傾けてまいります。

ご高齢の方やお身体の不自由な方を含めたすべ
てのお客さまが安心してお取引いただける態勢を
構築してまいります。

全役職員のＣＳ意識を一層高めてまいります。

お客さまのニーズに的確にお応えできる相談対応
力の向上をはかるとともに、常にお客さまからの
声に真摯に耳を傾けてまいります。

ご高齢の方やお身体の不自由な方を含めたすべ
てのお客さまが安心してお取引いただける態勢を
構築してまいります。

全役職員のＣＳ意識を一層高めてまいります。

お客さま満足度の向上

社会満足度の向上 従業員満足度の向上 株主満足度の向上

銀行業務をつうじた

地域経済発展

銀行業務をつうじた

地域経済発展

環境問題への

取り組み

環境問題への

取り組み

地域貢献活動

「ひと、みず、みどり」

地域貢献活動

「ひと、みず、みどり」

企業価値の向上企業価値の向上

株主優待制度継続株主優待制度継続

■ お客さま満足度の向上の位置付け ■ お客さま満足度向上に向けた取り組み

お客さまとの接点となる営業
店の相談対応力向上および
ＣＳマインドの高度化

ＣＳ向上活動ＣＳ向上活動

第5回ｴｸｾﾚﾝﾄｻｰﾋﾞｽｷｬﾝﾍﾟｰﾝ第5回ｴｸｾﾚﾝﾄｻｰﾋﾞｽｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

全てのお客さまが安心してお
取引いただける態勢の構築

安心してご利用
いただける店舗作り

安心してご利用
いただける店舗作り

振り込め詐欺防止
（ATMｺｰﾅｰでの携帯電話不感知

化）

振り込め詐欺防止
（ATMｺｰﾅｰでの携帯電話不感知

化）

小さなお子様用のスペース設置
（ちはら台支店）

小さなお子様用のスペース設置
（ちはら台支店）

誇り・働きがい誇り・働きがい

風通しの良い職場風通しの良い職場

職場・家庭生活

両面での充実

職場・家庭生活

両面での充実
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お客さま満足度の向上Ⅱ

■ 社会満足度の向上に向けた取り組み

～大切にします、ひと、みず、みどり～～大切にします、ひと、みず、みどり～

ひとを大切にする活動

みずを大切にする活動 みどりを大切にする活動

印旛沼環境保全活動印旛沼環境保全活動 ちばぎんの森育樹活動ちばぎんの森育樹活動

店舗のバリアフリー
化・省エネ化

環境配慮型商品の
品揃え

ちはら台支店

（太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置）

ちはら台支店

（太陽光発電ｼｽﾃﾑ設置）

企業として企業として 金融機関として金融機関として 役職員とともに役職員とともに

クールビズの実施

地域社会の

持続的発展

地域社会の

持続的発展
両立 環境保全環境保全

円滑な資金供給

金融サービスの提供

円滑な資金供給

金融サービスの提供

地域経済の発展地域経済の発展地域経済の発展
企業の

成長

雇用の

拡大

銀行業務をつうじた地域経済の発展

環境問題への取り組み

地域貢献活動

ちばぎんハートフル

（障がい者雇用特例子会社）

ちばぎんハートフル

（障がい者雇用特例子会社）



計数計画

■ 1. 業績の概要

■ 2. 中期経営計画 「1st1st 」

■ 3. 計数計画

■ 資料編
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全体計画

<億円> 09/3期 10/3期 11/3期

（実績） （計画） 09/3期比 （計画） 09/3期比

業務粗利益 1,421 1,610 189 1,700 279 
うち 資金利益 1,466 1,470 4 1,490 24 
うち 役務取引等利益 153 130 △ 23 140 △ 13 
うち 債券関係損益 △ 284 △ 50 234 0 284 

経費 799 810 11 800 1 
実質業務純益 622 800 178 900 278 
コア業務純益 907 850 △ 57 900 △ 7 
経常利益 65 460 395 630 565 
当期純利益 113 300 187 400 287 

有価証券関係損益 △ 430 △ 50 380 0 430 
実質信用コスト 372 315 △ 57 250 △ 122 

連結経常利益 93 490 397 670 577 
連結当期純利益 123 310 187 415 292 

一株あたり配当 11円 11円

配当性向 79.3% 31.7%

■ 中期経営計画期間での収益Ｖ字回復を目指す

※1.連結経常利益、連結当期純利益、配当性向以外は単体ベース

※2. 債券関係損益、株式等関係損益の合計

※2
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資金利益

■ 預貸金のボリューム増加により利鞘縮小をカバー

08/3⇒09/3

どう見せるか？？

1,283 1,279 1,292

159 168
176

23 23

221,466 1,470

1,490

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

09/3期 10/3期 11/3期

（億円）

国内預貸金国内預貸金

国内その他・国際国内その他・国際

国内有価証券国内有価証券

2.14

1.97
1.91

0.22
0.14 0.13

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

09/3期 10/3期 11/3期

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4
（％）（％）

1.92%

1.78%

国内預貸金利回り国内預貸金利回り

国内預貸金平残国内預貸金平残

68,634
71,115

73,566

50,000

60,000

70,000

80,000

09/3期 10/3期 11/3期

82,507
84,615

87,108

60,000

70,000

80,000

90,000

09/3期 10/3期 11/3期

預金貸出金

（億円） （億円）

（計画）

（計画）（計画）

（計画）

資金利益推移資金利益推移

1.83%

（計画） （計画）

現在の金利環境
（Ｏ/Ｎ：0.1％）が継続と想定

+7.1+7.1％％

+5.5+5.5％％

（計画） （計画）

貸出金利回り貸出金利回り

預金預金※※利回り利回り

※ 除くNCD
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3,868

3,953 3,974 3,976 3,964
3,935

3,500

3,700

3,900

4,100

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

役務取引等利益／経費

■ 役務は投資型金融商品の販売回復により収益増加、経費は増加要因を物件費を中心に圧縮しカバー

172

146
153 154

160 161

△ 82 △ 82
△ 88 △ 89 △ 90 △ 91

65 65
70 70

90

63

△ 100

△ 50

0

50

100

150

200

08上 08下 09上 09下 10上 10下

11/311/3期計画期計画

140140億円億円

（億円）

09/309/3期実績期実績

153153億円億円

（計画）

役務取引等利益役務取引等利益

10/310/3期計画期計画

130130億円億円

387 399 399

63 69 75

306 300 284

42 42 42

799 810 800

0

300

600

900

09/3期 10/3期 11/3期

経費経費

（億円）

（計画）（計画）

人件費人件費

減価償却費減価償却費

以外の物件費以外の物件費

税金税金

従業員数従業員数※※推移推移

（人）

※出向者を除くベース

（
（ （

（

従業員数
ピーク

（計画）

物件費のうち物件費のうち
減価償却費減価償却費

物件費計物件費計

369369 369369 359359

役務取引等利益役務取引等利益

役務取引等収益役務取引等収益

役務取引等費用役務取引等費用
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（億円）

09/3期 09/3末簿価 10/3期（計画） 11/3期（計画）

有価証券関係損益 損益 備考 損益 備考

評価損益

有価証券合計 △ 430 19,495 △ 562 △ 50 0

うち株式 △ 116 1,544 △ 84

うちＥＴＦ △ 29 133 △ 39

△ 78 767 △ 192

うち外国債券 △ 205 3,734 △ 162

うち証券化商品 △ 90 152 △ 36

うちＳＩＶ・ＣＤＯ △ 82 0 0

うち金融機関 △ 118 1,074 △ 84

うち住宅ﾛｰﾝ担保債券
※ 0 877 △ 16

0

△ 145

うちその他投資信託等
（含外国籍投信）

日経平均株価
09/3月中平均

[7,764円]以上を想定
（減損ゼロ）

追加損失見込まず△ 284

同左0 0

△ 50

残高圧縮
一定の損失計上を

見込む
(半期毎25億円）

■ 株式関連、外債関連損失はピークアウト

有価証券関係損益

有価証券関係損益の見込み有価証券関係損益の見込み

※ジニーメイ・ファニーメイ・フレディマック発行分

債券関係
損益

株式等関係
損益

ＳＩＶ・ＣＤＯは処理完了
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信用コスト

60
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75

372

315

250

0
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400

09/3期 10/3期 11/3期

■ 景気動向の不透明さを勘案し保守的に見積もり

実質実質信用信用コストコスト

（億円）

うち一般貸引うち一般貸引

純繰入額純繰入額

5353bpbp

4444bpbp

3434bpbp

実質信用コスト率実質信用コスト率
（（対貸出金末残）対貸出金末残）

（億円）

09/3期 10/3期 11/3期

（計画） （計画）

① 75 60 10

不良債権処理額 ② 350 295 275

新規発生

（債務者区分悪化）
336 280 240

既存先

（担保下落）
45 40 40

その他（回収等） △ 31 △ 25 △ 5

信用コスト ①+② 425 355 285

償却債権取立益 ③ 53 40 35

実質信用コスト ①+②-③ 372 315 250

一般貸倒引当金純繰入額

実質実質信用信用コストコスト内訳内訳

（計画） （計画）
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11.63
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11.70

9.68

10.72
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11.00
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07/3末 08/3末 09/3末 11/3末

資本政策

■ 自己資本のさらなる充実を図り、地域へ円滑かつ安定的に資金を供給

連結自己連結自己資本資本比率・比率・TierTierⅠⅠ比率比率

ＴｉｅｒⅠ比率

自己資本比率

(％)

（億円）

現状 ストレス時 増減

自己資本 5,652 5,337 △ 315

リスクアセット 50,827 58,306 7,478

自己資本比率 11.12% 9.15% △1.97%

TierⅠ比率 9.62% 8.06% △1.56%

信用リスクストレステスト（信用リスクストレステスト（09/309/3末現在：単体ベース）末現在：単体ベース）
（金融庁告示（金融庁告示200200条に基づく）条に基づく）

TierTierⅠⅠ内訳（連結ベース：内訳（連結ベース：09/309/3末現在）末現在）

(億円）

TierⅠ合計 5,252

資本金（全て普通株式）・資本剰余金 2,684

利益剰余金 2,852

連結子法人等の少数株主持分に
相当する額（優先出資証券無し）

124

その他有価証券の評価差損 △ 298

その他 △ 110

12%程度

11%程度

（計画）


